
１．事業概要

直接実施
委託・指定管理 （ : ）

（ : ）
補助金・負担金 （ : ）
その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

429,317 83.73 433,060市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 90.15 425,105 83.80 427,501 84.52

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,621 -628 -269 0

0

1,621 -628 -269 0

22,918 22,918

②報酬合計（非常勤） 12,502 12,068 12,040 12,040

①職員給与合計（常勤） 22,753 23,048

③退職金相当額

0

人件費合計（①＋②＋③） 36,616 36,235 36,131 36,131

事業費（支出済額－②報酬合計） 85 216 424 127

償還金利子 0 0 0

1,361 1,119 1,173 1,173

支
出

38,322 35,823 36,286 36,258

36,701 36,451 36,555 36,258

一般財源 12,167　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財
源
内
訳

R元年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）
分担金・負担金 令和元年度

歳
　
　
　
出

千円 県支出金 非常勤職員 25.00
その他 （　　　　　　　　　　　） 合計 27.50

正規職員等 2.50
12,167 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

使用料・手数料

千円 需用費 32　千円 日本農業新聞代

12,040　千円 会長、職務代理及び委員への委員報酬
報償費 15　千円 各種品評会の副賞代

12,167 旅費 80　千円 農業委員会行政視察及び委員大会出席の費用弁償

□

R元年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容
報酬

01 課等の長 草柳　真治 電話 3441

□

根拠法令等 法律等 農業委員会等に関する法律等

事業実施内容

1　報酬：農業委員及び農地利用最適化推進委員への報酬
2　報償費：農畜産物品評会への副賞
3　旅費：農業先進地の行政視察及び研修会・農業委員大会等への出席

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
□

対象 ４．その他 農業委員　農地利用最適化推進委員　農業者 約 2,600 人

予算科目コード 会計 01 款 07 項 01 目 01

1

事務事業名 農業委員会関係費 担
当
課

部課名 農業委員会事務局

細目 002 説明

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

農業委員等に支払う報酬及び職務を行うための費用

事業開始年度 昭和 26 年度 終了（予定）年度

藤沢市　令和２年度事務事業評価シート簡易版（令和元年度分） No.

1



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

1 - 2

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 農業委員会事務局 氏名 嶋田　勝弘 確認日 2020/8/24

リスク影響度Ⅱ

1 農業委員会総会に関すること 無 無 1 1

16 任期満了に伴う事務に関すること 無 無 1 2

評
価

1　委員出席により毎月の総会を開催することで，農地の適正な管理を行うことができた。
2　農業委員や農地利用最適化推進委員への研修・視察の実施により，委員の知識向上が図られ，転用案件などの審査を円滑
に進めることができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
農業委員会の重点業務となる，「担い手への農地等の利用の集積・集約化」，「遊休農地の発生防止・解消」，「新規参入の促
進」など農地等の利用の最適化の推進を図るため，委員会活動の活性化を今後も進めていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和元年度末時

点の課題

制度改正後，農業委員と農地利用最適化推進委員による，農地利用最適化の推進への理解が深く浸透してい
ないため，個々の活動にバラつきがある。

(2)
(1)解決のための

今後の取組

本市と立地条件が近く，農地等の利用の最適化が進んでいるような委員会を視察するなど，成功事例から学ぶ
機会を設けることで理解の浸透を図る。

15
農業委員・農地利用最適化推進委員の研修に
関すること

無 無 1 1

14 遊休農地対策に関すること 無 無 1 1

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉ

※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

ha ha ha ha

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

指標を「会議等の開催回数」から「遊休農地の解消面積」に変更したため、平成29
年度までの目標値は未記載。

ha ha

実
績

0.5
単位

2.69
単位

-1.14

単位
0.56

単位
0.56

単位

単位
-3.65

単位
成
果
実
績

指
標
名

遊休農地の解消面積

目
標

－
単位

－

76,644,000.00 13,317,100.37 -31,829,824.56 -9,933,698.63
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１．事業概要

直接実施
委託・指定管理 （ : ）

（ : ）
補助金・負担金 （ : ）
その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

429,317 60.19 433,060市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 50.62 425,105 66.01 427,501 60.05

0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

-64 1,057 -269 0

0

-64 1,057 -269 0

22,918 22,918

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

①職員給与合計（常勤） 18,202 23,048

③退職金相当額

0

人件費合計（①＋②＋③） 19,291 24,167 24,091 24,091

事業費（支出済額－②報酬合計） 2,291 2,995 1,957 1,974

償還金利子 0 0 0

1,089 1,119 1,173 1,173

支
出

21,518 28,219 25,779 26,065

21,582 27,162 26,048 26,065

一般財源 1,536　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）
＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

財
源
内
訳

R元年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）
分担金・負担金 令和元年度

歳
　
　
　
出

千円 県支出金 78　千円 非常勤職員 0.00
その他 （手数料、雑入） 360　千円 合計 2.50

正規職員等 2.50
1,974 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

使用料・手数料

千円 負担金 414　千円 県農業会議拠出金等
その他 344　千円 事務消耗品等

444　千円 総会議事録筆耕翻訳料
委託料 182　千円 農地地図情報システム移設作業

1,974 使用料及び賃借料 590　千円 農地台帳システム使用料等

□

R元年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容
役務費

01 課等の長 草柳　真治 電話 3441

委託等内容 庁舎移転に伴う農地地図情報システム再設定
■ 負 担 金 神奈川県農業委員会賛助員拠出金

根拠法令等 農業委員会等に関する法律

事業実施内容

1　役務費：総会の議事録作成
2　使用料及び賃借料：農地情報公開システム賃借料等
3　負担金：県農業会議等への負担金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■
■ 委　託　先 朝日航洋株式会社　横浜支店

対象 ４．その他 農業委員　農地利用最適化推進委員　農業者 約 2,600 人

予算科目コード 会計 01 款 07 項 01 目 01

2

事務事業名 農業委員会事務費 担
当
課

部課名 農業委員会事務局

細目 003 説明

未定 年度 事業の性質 義務的自治事務

事業概要

農業委員会の運営に必要な事務的経費

事業開始年度 昭和 26 年度 終了（予定）年度

藤沢市　令和２年度事務事業評価シート簡易版（令和元年度分） No.

3



実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク影響度Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク影響度Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 農業委員会事務局 氏名 嶋田　勝弘 確認日 2020/8/24

10
農業経営基盤強化促進法の利用権設定事務
に関すること 無 無 2 1

9 諸証明の交付に関すること 無 無 1 3

リスク影響度Ⅱ

3
農地法による許可申請，届出，通知及び相談
に関すること 無 無 2 3

8 違反転用の調整に関すること 無 無 1 3

7 現況非農地証明に関すること 無 無 1 1

6 農地造成の届出に関すること 無 無 2 1

評
価

総会議事録の作成やシステムによる農地台帳の管理等を適切に行うことができた。

今
後
の
方
針

　現状維持
1　効率よく事務が執行できるよう，適宜改善を加えながら事業を継続していく。
2　令和3年度の台帳システムの一本化に向けて準備を進める。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等

(1)
令和元年度末時

点の課題

従来の農地台帳システムに加え，全国統一の農地情報公開システムも併用しており，台帳を更新するにはそれ
ぞれのシステムへデータ入力が必要となり作業効率が悪い。

(2)
(1)解決のための

今後の取組

令和3年度からの台帳システム一本化に向けて具体的な取組を進めていく。

5
相続税納税猶予に係る特例農地等の利用状況
確認に関すること

無 無 1 2

4
相続税，贈与税納税猶予適格者証明願に関す
ること 無 無 1 2

新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク影響度Ｉ

※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

ha ha ha ha

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

指標を「証明発行件数」から「農地利用集積面積」に変更したため，平成29年度ま
での目標値は未記載。

ha ha

実
績

47.77
単位

54.07
単位

62.40

単位
60.47

単位
66.87

単位

単位
70.86

単位
成
果
実
績

指
標
名

農業経営基盤強化促進法
に基づく農地利用集積面積

目
標

－
単位

－

450,450.07 521,897.54 413,125.00 367,837.99

4


